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平成26年度 定期監査結果報告（第２号）

１ 監査の種類

定期監査

２ 監査の期日及び対象

平成26年11月11日 水 道 部 下水道課(公共下水道事業・農業集落排水事業特別会計)

浅 羽 支 所 市民サービス課

企画財政部 秘書広報課

健康推進部 いきいき長寿課(介護保険特別会計)

11月12日 企画財政部 企画政策課

総 務 部 市民協働課(駐車場事業特別会計)

11月14日 健康推進部 しあわせ推進課

議会事務局

企画財政部 財政課(土地取得特別会計)

11月18日 健康推進部 スポーツ推進課

総 務 部 防災課

健康推進部 市民課(国民健康保険・後期高齢者医療特別会計)

健康推進部 健康づくり政策課

11月19日 総 務 部 総務課

３ 監査の範囲

平成26年９月末日現在における予算及び事務事業の執行状況

４ 監査の方法

提出された監査資料、関係帳票を確認するとともに、関係職員から予算及び事務事業

の執行状況の説明を聴取し、適正かつ効率的に執行されているか監査を実施した。

５ 監査の結果

監査の対象となった予算及び事務事業の執行について、おおむね適正に執行されてい

るものと認めた。なお、監査の際に見受けられた軽微な事項については、その都度関係

各課に改善又は検討を指導したので記述を省略した。
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総務部 総務課総務部 総務課総務部 総務課総務部 総務課

監査所見

１ 職員定員適正化計画については、平成28年度から32年度までの次期計画を策定してい

くことになるが、時間外勤務の恒常化が見られる中、真に事務事業量に見合った人員配

置となるよう、現状をよく分析し、適正な人員配置計画を行うよう検討されたい。

２ 社会保障・税番号制度については、平成27年度から制度の運用が始まることから、市

民課を始め関係部署とよく連携し、例規整備等遺漏が無いよう万全の準備をとられたい。

３ 障害者雇用対策については、法定雇用基準率を下回っているため、早急に改善をされ

たい。

４ 全庁的に、文書の取扱いを始め、例規に則った事務処理がとられていない状況が見受

けられる。今一度、文書取扱の基本や例規の内容の確認・見直しについて、各課へ指導

されたい。

総務部 市民協働課総務部 市民協働課総務部 市民協働課総務部 市民協働課

監査所見

１ パートナーシップによるまちづくり事業については、地域担当職員の地域との関わり

方について、業務としての参加か地域住民としての参加か区分けがあいまいな場合があ

る。混同することなく、また、職員の負担増とならないよう検討されたい。

２ 自主運行バスの運行については、市内の路線は前年度に比べ利用者が増加しているが、

新病院線については、当初の見込みより利用者が少ない状況である。各路線について、

その原因分析を行うと共に利用増加のＰＲ活動等に取り組まれたい。

３ 駐車場事業については、愛野駅前南駐車場は赤字経営が続いており、その他の駐車場

についても安価な民間駐車場が増えていることから、指定管理者と連携し、早期に利用

促進に向けて対策を講じられたい。

総務部 防災課総務部 防災課総務部 防災課総務部 防災課

監査所見

１ 消防団分団統合について、平成27年度から一部統合する方針が決まり、現在、統合検

討委員会により協議が進められている。消防団は、地域の消防・防災活動において重要

な役割を担っており、安全・安心なまちづくりを推進する上で十分検討されたい。

２ 原子力災害時広域避難計画策定については、県の計画策定の影響から未だ計画策定に

至ってはいない状況にあるが、県と調整を行い、市民の安全が確保されるよう早急に策

定されたい。

３ 地震や台風等による自然災害対策については、市民の生命・財産を守る防災・減災対

策はもとより、市民の「自助・共助」の意識の高揚を図るよう引き続き努められたい。
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企画財政部 財政課企画財政部 財政課企画財政部 財政課企画財政部 財政課

監査所見

１ 財政見通しについては、普通交付税の大幅な減額や公共施設の老朽化に伴う維持・更

新に係る費用の増加、少子高齢化に伴う社会保障費の増加等厳しい状況が予想されてお

り、より一層の歳入確保と歳出削減について、調査・研究し着実に取り組まれたい。

２ 庁舎及び総合センター施設については、建築後25年以上が経過し、老朽化が進んでき

ている。市民サービスの提供や業務に支障を来すことがないよう、施設の維持管理に努

めると共に、計画的に設備等の更新工事を行う等施設延命化の対策を施されたい。

３ 委託業務及び賃貸借契約の書類監査を実施した結果、契約条項の不備や不適切な事例

が散見されたので、関係各課へ契約事務の指導及び契約事務のマニュアル化を検討され

たい。

企画財政部 企画政策課企画財政部 企画政策課企画財政部 企画政策課企画財政部 企画政策課

監査所見

１ 第２次総合計画策定については、新たな取り組みとして市職員と市民との意見交換を

行う「パートナーシップ500人会議」を開催している。その結果を十分反映し、長期展

望に立った魅力あるまちづくりの指針として総合計画を策定されたい。

２ 公共施設マネジメントの推進については、近年公共施設の老朽化が問題になってきて

いる。施設の更新には、多額の費用を必要とするが、公共施設の総量削減の可否や、費

用負担額を平準化するため計画的に更新を行う等検討されたい。

企画財政部 秘書広報課企画財政部 秘書広報課企画財政部 秘書広報課企画財政部 秘書広報課

監査所見

１ 広報広聴については、「広報ふくろい」の発行を月１回に変更したが、市民への市政

全般の事業や施策の情報発信が低下することがないよう努められたい。

２ 姉妹都市ヒルズボロ市との国際交流について、これまでの人の交流といった形だけで

なく、様々な交流の方法を研究・検討されたい。

健康推進部 市民課健康推進部 市民課健康推進部 市民課健康推進部 市民課

監査所見

１ 社会保障・税番号制度については、平成27年度から番号制度の付番や通知等が始まる

ことから、制度の導入が円滑に実施できるよう、国・県からの情報に注視すると共に、

関係部署と連携し、万全な態勢をとられるよう努められたい。

２ 窓口サービスについては、総合証明自動交付機を導入しているが、市民への認知度が

未だ低い状況であるため、市民サービスの向上となるようＰＲに努められたい。
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３ 国保税の滞納額削減については、税務課と連携し、滞納者の状況によっては差押等の

法的措置を講じ、税の公平性確保に努められたい。

４ 後期高齢者医療制度については、高齢化により被保険者の増加と共に保険料滞納者の

増加が懸念される。滞納者が常態化しないよう新規の滞納者には重点的に納付を催促す

る等、収入率の向上に努められたい。

健康推進部 健康づくり政策課健康推進部 健康づくり政策課健康推進部 健康づくり政策課健康推進部 健康づくり政策課

監査所見

１ 平成27年度に開設される「総合健康センター」の機能の一つとなる「健康指導センタ

ー」へ保健センター業務を移行するにあたり、より一層効果的・効率的に業務を推進で

きる組織体制を検討・構築し、日本一健康文化都市にふさわしい中枢機関となるよう整

備を進められたい。

２ 市民の健康づくりの推進については、「袋井発！市民健康ライフスタイルプロジェク

ト」として、「脱メタボ！運動教室」や「ふくろい発!!茶れんじ健康プロジェクト」を

開催し、通常の保健指導や健康教育とは異なる角度から市民の健康づくり事業として取

り組んでいる。これらの結果を検証し、より多くの市民の健康づくりに寄与する事業と

なるよう努められたい。

３ 「健康チャレンジ!!すまいる運動 健康マイレージ制度」については、日常生活の健

康的な生活習慣の動機付けと、定着を目的としたツールとして市民に活用されている。

今後もより多くの市民が参加するよう、勤労世帯への呼びかけや県事業との連携など、

実施方法や周知方法の見直し・工夫を行い、一層の事業推進に努められたい。

４ がんを始めとする疾病の早期発見・治療のため、特定健康診査、がん検診等の各種検

診受診率の向上に向け、引き続き市民への啓発に努められたい。

健康推進部 スポーツ推進課健康推進部 スポーツ推進課健康推進部 スポーツ推進課健康推進部 スポーツ推進課

監査所見

１ 総合体育館整備事業については、基本計画策定と今後の整備手法について検討段階で

あるが、最も効果的かつ効率的な方法について研究・検討されたい。

２ 全国エアロビック選手権大会開催事業については、国のスポーツ拠点づくり推進事業

における助成金が今年度で終了するが、「エアロビックのまち」の発信・定着に向け、

今後も大会開催が継続できるよう関係機関とも十分協議・検討されたい。

３ 浅羽Ｂ＆Ｇ海洋センターについては、市として廃止の方向が示されたことから、今後

Ｂ＆Ｇ財団と協議を進められたい。
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健康推進部 しあわせ推進課健康推進部 しあわせ推進課健康推進部 しあわせ推進課健康推進部 しあわせ推進課

監査所見

１ 生活保護受給者については、高齢化の進行に伴い高齢者世帯の受給が増加傾向にある。

高齢者が社会から孤立化することがないよう、他の部署とも連携し対応されたい。

また、就労能力がある世帯（その他世帯）については、県の就労支援事業受託者の支

援やハローワークと連携をとりながら、積極的に就労指導を行い、自立につながるよう

努められたい。

２ 児童発達支援事業については、子どもの障害に応じた支援の確保や、今後通園希望者

が増加した場合も対応できるよう、施設の移転、整備計画について十分検討されたい。

３ 住宅資金貸付金の未償還金については、前年度に比べ収入率が低下しており未だ多額

の収入未済額が残っている。滞納整理等、償還金の解消に努められたい。

４ 知的障害者福祉事業において、契約時に委託業務の内容が明確に記載がされていない

ものが一部見られたので、改善されたい。

５ 課全体的に業務量が多く、職員全体に時間外勤務が多い状況である。その中でも時間

外勤務時間が突出している職員も見られた。恒常的に時間外勤務が発生している状況な

ので、業務の見直しや効率化を図ると共に、適正な人員配置について検討されたい。

健康推進部 いきいき長寿課健康推進部 いきいき長寿課健康推進部 いきいき長寿課健康推進部 いきいき長寿課

監査所見

１ 袋井市長寿しあわせ計画（第７次袋井市高齢者保健福祉計画、第６期袋井市介護保険

事業計画）については、平成25年度に実施した高齢者の生活実態や介護サービス意向の

調査結果を分析・反映させ、今後急速に進む高齢化社会、また、それに伴い独居高齢者

や認知症高齢者の増加も想定される中、高齢者が引き続き安心して生活ができるよう策

定をされたい。

２ 介護保険料の徴収業務については、高齢化により被保険者の増加と共に保険料滞納者

の増加が懸念される。滞納者が常態化しないよう新規の滞納者には重点的に納付を催促

する等、収入率の向上に努められたい。

議会事務局議会事務局議会事務局議会事務局

監査所見

政務活動費については、引き続き各会派等に適正な執行について周知し、収支状況等に

ついて市議会だよりやホームページ等で市民へ公表すると共に、使途の透明性がより一層

確保されるよう努められたい。
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浅羽支所 市民サービス課浅羽支所 市民サービス課浅羽支所 市民サービス課浅羽支所 市民サービス課

監査所見

１ 津波避難対策事業として、現在一時避難場所となる命山建設事業を行っているが、地

域住民の命を守る施設整備であることから、遅滞なく事業を進めると必要がある。設置

場所の選定など、地元自治会及び関係者と十分協議し整備を進められたい。

２ 市民が本庁に出向かなくても、支所の窓口で各種行政手続きができるよう対応するた

めに、担当職員の広範囲な知識の習得が求められる。常に本庁との連絡を密にして、窓

口利用者への適切な対応や、市民サービスの向上に繋がるよう努められたい。

３ メロープラザについては、新たに結成された市民サポータークラブにより、市民が支

える施設作りがスタートしたところである。市民・地域・行政が一体となって、施設が

より一層利用されるよう検討されたい。

４ 支所庁舎施設の老朽化に伴い、設備等の故障が増加している。設備の適正な維持管理

に努め、必要に応じ修繕を実施し、市民サービスに支障を来すことがないよう努められ

たい。

水道部 下水道課水道部 下水道課水道部 下水道課水道部 下水道課

監査所見

１ 市民の生活環境の改善及び公共用水域の水質保全のため、また、下水道事業の経営の

安定化のためにも、下水道処理区域の接続率の向上に努められたい。

２ 特定集団推進地域浄化槽設置補助金制度については、引き続き対象地域へ制度を周知

し、事業の推進に努められたい。

３ 農業集落排水事業については、今後施設の老朽化による維持管理経費の増加が見込ま

れることから、計画的な修繕の実施に努められたい。

４ 浄化槽雨水貯留施設転用工事費補助金制度については、利用者が少ないことから、よ

り一層の制度の周知を行い、利用促進に努められたい。

５ 徴収業務については、下水道供用開始区域の拡大に伴い、ますます滞納額の増加が懸

念される。供用開始に伴う説明会や戸別訪問を実施する際、使用料や受益者負担金の趣

旨を市民へ十分説明するとともに、長期に渡る滞納者については、公平性の確保から、

滞納処分等を踏まえ厳正に対応されたい。


